
別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）
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①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討
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店舗、倉庫兼事務
所

中高層の店舗、事務所等
が建ち並ぶ商業地域

仲御徒町近接

特にない ４４ｍ国道 仲御徒町駅南方近接

経済社会活動の正常化が進む中にあって、原材料価格の上昇、供給制
約、金融資本市場の変動等による下振れリスクに注意を要する。

潜在需要は底堅く、この１年で地価はやや上昇した。

個別的要因に変動はない。

街路条件、交通接近条件等に優れる立地を反映し、商業系用途を主とした高度利用が進むと予測する。今後の地
価については、緩やかな上昇傾向で推移すると予測する。
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(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

類似性を有する複数の取引事例から試算された比準価格は実証的である。一方、賃貸市場の成熟した地域性に鑑み、投
資採算性を反映する収益価格は重視すべきであるが、想定要素が多くやや低位に試算され、取引の実態とは乖離が生じ
た。よって、本件では実勢に即した比準価格を重視し、収益価格を比較考量して、さらには公示価格を規準とした価格
等との検討を踏まえ、基準地の鑑定評価額を標記のとおり決定した。

同一需給圏は、台東区及び周辺区において中高層の店舗、事務所ビル等が開発可能な商業エリアであり、需要者として
は台東区内外の一般企業、不動産業者、投資家等が考えられる。数年前の高値を追うような取引は減少したものの、供
給が少ない地域で需要は底堅い。なお、規模等の個別性により成約単価にはバラつきがあり、中心となる価格帯は見出
し難いが、基準地程度の規模であれば総額的には３億５千万円から４憶円程度が標準と思料される。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

台東(都) －5 9

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 4

令和 4 7 1

令和 4 7 5

台東(都)　5 － 9 東京都 区部第５ 不動産鑑定士 竹内　強

ことぶき不動産鑑定所

令和 4 6 15

令和 4 7 2

台東区上野五丁目７６番２
「上野５－１５－１３」
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1：1.5
ＳＲＣ 9
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0 20 80 30 中高層店舗兼事務所地

9 15 135 長方形
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駐車場整備地区

高層店舗兼事務所地 ない
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／

／
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□ □■
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100.0 121.9

100.0
2,730,000

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0
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-4.0

+27.0

0.0

0.0

台東(都) 5 8
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100.0
2,720,000

0.0
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0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

+5.0

-5.0

0.0
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